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一皿　課題と展望一むすぴに代えて

は　し　が　き

．単⊥欧州議定書（Si㎎1e　EurOpean　Act）1，が

署名されためは，1986年2月17日孝〕であった。

以菜，多少の曲折を経たカミ，すべての欧州共同

体（査C）加盟諸国における批准手続の完了に伴

い，壺87年7月1日，発効した。

　単一欧州議定書は，第I編「共通規定」，第

II編「欧州3共同体設立条約を修正する規定」，

第I皿編「外交政策の分野における欧州協力に関

する規定」，第1V編「一般規定および最終規定」

’の計4編と最終議定書から構成されるが，実質

上その中心を占めるのは，第1I編と第1皿編であ

る。前者において，単一議定書はローマ条約の

改正を行ない，70年代初頭より懸案となってい

たEC機構改革を実現した。後者に一おいて，単

一議定書は，元来荷らの法的基礎ももたなかっ

た欧州政治協力（European　Po1iticaI　Coopera－

ti㎝，EPC　と略称）を同議定書の中に取り込

み，法制化するζとに成功した。その意味にお

いて，同議定書のもつ意義は大きい。また，そ

の結果，従来意図的に峻別されていたEC機構

と・EPC機構が，一EPCが1コニマ条約およ

び共同体法の法体系から外されたのは，まさに

そのためである一初めて同一の法規の中に同

時に規定されたことの意義は，さらに大きい。

一一方，その意義を過大に評価し，単一欧州

議定書によってすべての問題点が解消したとす

るのは，軽々に過ぎよう。

　本稿の関心は，EC機構改革問題を含む単一

欧州議定書の全体像を明らかにすることにある

のではなく，もっばら，欧州政治協力（EPC）

の課題を明確にすることにある。すなわち，同

議定書の作成適程において浮上したEPCに関

する主要論点に注目しながら，単一議定書によ

ってEPCがどう変るのか，あるいは変らない

のかを明らかにするであろう。

　このような筆者の関心から，本稿において検

討の対象とされるのは，主として単一欧州議定

書の第皿編，その他同議定書のEPCに関する

諾規定，ならびに1986年2月28日，外相会議に

おいて採択された「補足的決定」’Comp1eme阯

tary　Decision’（以下単に「決定」と呼称）で

ある。後者は，単一欧州議定書第1皿編の実際

上の適用に関する細則的な合意事項で，同議定

書の付属文書に相当する。そのほか，本稿では，

EPC法制化の端緒となった欧州議会による欧

州同盟条約草案（Draft　Treaty　estab1ishi㎎

th6Euf0p亨an　Union，1984年2月14日採択），

ならびに1985年9月9日より審議を開始した政

府代表会議（ルクセンブルク会議）における条

約作成の交渉過程において，実質上そのタタキ

台として供せられたイギリス案一同国外相ハ

ウに因んで「ハウ・プラーン」‘HoweP1an’と呼
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ばれるが，本稿では単にイギリス案と呼称一

およびフランス・ドイツ案一正式には欧州議

会の草案と同名（欧州同盟条約草案）である

が，本稿では単にフランス・ドイツ案と呼称

一についても，比較研究に必要な範囲内にお

いて検討の対象とする。いずれも条約の形態を

備えたものである。

I　欧州政治協力（EPC）法．制化

　　の経樽3〕

　EPCとは，EC加盟諸国政府によって行われ

る自発的な外交政策調整の努力であり，その活

動は，1970年10月27日のルクセンブルク報告に

基づいて開始された。

　EPCの最も顕著な特徴は，それがローマ条

約をはじめ，いかなる共同体法の法的基礎の上

にも立たないことであろう。欧州政治協力は，

EC加盟諸国政府首脳によって構成される欧州

理事会（European　Counci1）が行なう声明や宣

言，その結果公表される諸報告などに依拠し，

これらの国際的合意を尊重する形で推進され

るのである。したがって，加盟諸国がかりに

EPCの合意に反する言動を行なったとしても，

EC法上制裁や罰則を加えられることはない。

ただ各国は・その道義的責任を問われるのみで

ある。EPCの運営に関して，「責任および役割

の分野が法的に定義されたことはなく，すべて

が加盟諸国と議長国に任せられている」4㌧政治

協力活動へのEC委員会の参加も，きわめてあ

やふやな基礎に立っている。「調整は，．善意に

よる」5〕にすぎないのである。

　EPCが　EC　法体系から除外されたのは，．

EPCの発足当初，主としてフランスが共同体

権限領域が既存のローマ条約の枠組を超えて政

治・外卒次元にまで拡大することを恐れ・EPC

を（欧州理事会を通して）各国の政治的統制下

に置くことに固執したためである。この結果，

ECがローマ条約の枠組内に含まれる経済的・

技術的問題一いわゆる‘1ow　politics’一を

取扱うのに対し，EPCはより高度の政治的次

元の問題一いわゆる‘high　politics’一を取

扱うものとして，意図的に区別されることにな

った。このような「2分法」は，そのご第1次

オイルショックやアフガン紛争，フォークラン

ド紛争などの経験を通して，ほとんど無意味で

あることが判明し，コペンハーゲン報告（1973

年7月23日），ロンドン報告（1981年10月13日）

および欧州同盟に関する厳粛な宣言（1983年6

月19目）等における加盟諸国間の合意を通し

て，EPCの強化と改善が図られる過程で，次

第にそのような2分法は解消される傾向を辿っ

ている。（但，それは決して消滅するのではな

く，後述のとおり，単一欧州議定書においても

法構造上根づよく存続してい6。）6〕

　EPC活動が順調に発展し，ECが外に向か
って「1つの声で発言する」‘speak　with　one

voice’機会が増大するに伴い，EPCのより健

全かつ飛躍的な発展のために，またそこにお

けるEC委員会の参加の権限を合法化し，よ

り強化するためにも，EPC活動を法制化すぺ

きであるとの要請が高まった。一それに対

して，もちろん反対の意見もあった。立法措置

が直ちにEPCの飛躍的な発展を保障するとは

限らない。自由な，自発的な政府間の協力に基

礎を置く現行制度の下では，その自由さ，自発

性を守るためにも，規則に束縛されない方がい

い，という考えも十分根拠のある考え方であ

る。ある論者は言う。r将来共同体と合体し，

より緊密な関係ができる時まで，EPCの制度

化を目的とする政府間の取極や条約は必要ない

であろう。その方が，中央機関と各国政府との

間に起こりうる緊張によりよく耐えうるであろ

うカ、ら・…一。」7〕

　けれども，法治国家である欧州各主権国家間

の活動が何らの法申根拠ももたず・法的拘束カ

のない諸会議における宣言や声明によって裏づ

けられるということは，EPC活動を無力とす

るばかりか，民主性を欠くということにもなり

かねない。

　このような状態に終止符を打ち，欧州議会の

民主的統制の下にEPC法制化の道を振こうと
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したのは，欧州議会そのものである。同議会の

採択した欧州同盟条約草案によれば8〕，欧州同

盟は「構成国間の共同行動または協力のいずれ

かの方法に従って行動」（第10条第1項）し，

協力の分野については「欧州理事会が……責任

を負う」（第67条第1項）。ここに協力とは，「構

成国が欧州理事会の枠内で行う約東」（第10条

第3項）を言う。すなわち欧州同盟は，その枠

内に既存のEC機構とEPC機構の双方を掌握

し，前者は同盟理事会の下に，後者は欧州理事

会の責任の下に置きながら，同盟の名において

両者の「一貫性」（第67条第2項）を維持しよ

うとする。

　欧州議会において機構問題委員会が設置さ

れ，その下で欧州同盟条約草案の作成が準備さ

れはじめたのは，1981年夏以降であるが，それ

以後，同議会の動きに啓発される形で欧州理事

会が主としてイニシャティブをとりながら，ロ

ーマ条約改正およびEC機構改革問題と並行

してEPC　の強化・改善策が積極的に検討さ

れた。その結果，ゲンシャー・コロンボ提案

（1981年11月18日），．欧州同盟に関する厳粛な宣

言，ドゥーグ報告（1985年3月30日）などが相

次いで提出されたが，いずれも法文化（条文）

の形はとらなかった9〕。

　EPC法制化に弾みがついたのは，1985年3

月，ドゥーグ委員会がその最終報告において，

欧州同盟条約草案を交渉するための政府代表会

議の招集を提案してからである。6月8・9両

日，イタリアの保養地ストレーザで開かれた非

公式外相会議において，イギリスが政治協力協

定の草案（イギリス案）を提出した。フランス

とドイツが「欧州同盟条約草案」（フランス・

ドイツ案）を共同で提出したのは，ミラノ欧州

理事会の前日であった。そのごオランダ，イタ

リア両国がそれぞれ草案を提出した。

　1985年6月28・29日の両日，ミラノで開催さ

れた欧州理事会では，審議はもっぱらローマ条

約改年によるEC機構改革問題に集中したが，

EPC’についても，フランス・ドイツ案および

イギリス案に基づき共通外交・安保政策に関す

る条約を作成するための会議の招集に関して討

議が行われた。7月22日，ルクセンブルク外相

理事会においてその招集が決定（第1回会議は

9月9日）された。同会議において外相は，

EEC条約改正に関する会議の作業を準備する

ため特別のグループを設立す’ると共に，EPC

政治委員会（EC加盟諸国外務省政務局長より

成る）に対して，10月15日までにフランス・ド

イツ案およびイギリス案に基づき，共通外交・

安保政策を念頭に入れた政治協力に関する条約

草案を作成するよう指示した。

　この時点では，まだEPCに関する新条約と

なるのか，それともローマ条約の改正と併せて

EPCに関する規定をも含めた単一条約という

形となるのかは未確定であっれむしろ加盟諸

国の大勢としては，前者の考え方に傾いていた

のである（その根拠は，30頁および註61参照）。

それを180度転換し，結局単一議定書という形

でECとEPCを同一の法規（条約）の中に包

含することになったのは，「欧州同盟への進歩

を真に願うなら，それら2つ（ECとEPC）の

活動領域が結合されることが不可欠」（1985年

7月22日，EC委員会「意見」）とする，EC委

員会の信念と努力によるところ大であった1ω。

（EPC新条約を独立させず，ローマ条約改正を

含む単一議定書として締結された経緯について

は，EPCの制度的枠組に関連して，後述，30

～31頁。）

　さて，ローマ条約改正問題を審議する作業グ

ループ（「ドンデリンガー・グループ」‘Donde－

li㎎er　Group’）の作業が難航したのに比ぺ，

EPC政治委員会の下における作業は，ほぼ順

調に進行した。結局，12月2・3両日のルクセ

ンプルク欧州理事会において，ローマ条約改正

とEPCの双方に関する原則的合意が成立し，

同月16・17日の外相レベルの政府代表会議にお

いて最終的な詰めが行われた。

　1986年2月17日，EC加盟国中，まず9カ国

により単一欧州議定書が署名されれデンマー

クでは，1月21日，国会審議の結果流案とな

り，2月27日，国民投票に付されたが，その結
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果，過半数の国民の承認を得て，単一欧州議定

書の署名が確定した。署名が遅れたのは，主と

して，「ルクセンブルクの妥協」以来確立され

た各加盟国の拒否権が，単一議定書の定める特

定多数決の導入により脅かされること，また欧

州議会の権限が強化されることに対する懸念に

よるものであった。イタリアの場合は，逆に，

単一欧州議定書の内容が欧州同盟の確立にとっ

て不十分であるとの主張によるものであった。

したがって，同国は，署名そのものに反対とい

うわけでなく，欧州同盟の建設に意欲的な欧州

議会が単一欧州議定書を明確に支持することを

署名の条件としたのである。また，ギリシャの

場合，共産党グループの強力な反対（後述）と

共に，政府としては，小国・デンマークの国民

投票の前に署名することが同国への圧力となる

ことに対する配慮によるものであった。結局，

デンマークの国民投票の結果を待って，これら

3国はすべて2月28日に署名を行なった11，。

　署名が完了した時点では，単一欧州議定書は

1987年1月1日より発効する予定であり，各加

盟国はそれぞれ批准手続を開始した。1986年5

月20日，デンマーク12〕が同議定書の批准を最

初に承認したのに続いて，同年中にギリシャと

アイルランドを除くすぺての加盟国が批准手続

を完了させた13〕。当時のAgence　Europeは，

予定がこれ以上遅延されることに業を煮やし比

ようすで，幾度か批准を督促する社説を掲載し

ている10。ギリシャは87年1月14日，「単一欧

州議定書はEECに対する奴隷的行為（subj㏄一

tion）である」と考える，同国共産党グループ

の反対意見を斥け，批准を承認（反対10票の

み）した15〕。批准に最も手間どったのは，アイ

ルランドである。中立政策をとる同国では，86

年12月15日，国会において批准承認されたもの

の，単一欧州議定書第皿編における欧州政治協

力，とくに安全保障協力に関する諸規定が憲法

に抵触するとの違憲論争（法廷闘争）に発展

し，難航を極めた。87年5月26目の国民投票に

よって，ついに批准が確定した（アイルランド

の批准については，後述，29－30頁）。これに伴

い，1987年7月1日，漸く同議定書が発効した

のである。署名以来，1年半近い歳月が経過し

ている。

　もっとも単」欧州議定書は，文字通り7月1

日を待ってr発効」したのではない。すでに1

月14・15日（ギリシャが批准した頃〉，EPC政

治委員会は，同議定書において規定された新し

い枠組の下で最初の会議を開催した。同議定書

によって創設されることになっていた政治事

務局も，この時すでに活動を開始したのであ

る16〕。このような，いわば見切り発車は；批准

の促進に圧力をかける効果を果たしたであろう

が・むしろそれは，もうこれ以上待ち切れない

というEPC関係機関’の率直な心情を吐露する

ものと考えられる。

皿　単一欧州鷺定竈におけるEPC

　　に関する主要論点について

　1　EPCの基本的任務と目標

　1）基本的任務と目標

　EPCの目的が何であるかを知るには，その活

動の出発点となったルクセンブルク報告（1970

年10月27日）に戻るのが最も要を得ている。

　「a）定期的な情報交換および協議により国際政治

の主婁問題に関する相互理解め増進を確保し，b）

意見の調和，態度の協調を図り，可能かつ望ましい

　と恩われる場合，共同行動の促進に努め，より団結

　を強化する。」（同報告第2部第1節）

　すなわち，EPCは，基本的にEC加盟諸国
闇の外交政策の協調を図るための，任意の政府

間協力として出発したのであ乱

　そのごコペンハーゲン報告（前出）では，同

胞諸国との事前協議の原則が追加され，ロンド

ン報告（前出）では，「政治協カカ5EC全加盟

国の外交政策における中心的要索にまで発展」

し，その結果「第3国によって国際関係におけ

る1つの凝集的な力と見傲されつつある」（同

報告第1部）との評価がなされるにいたった。

けれども，その基本原則が変更されたわけでは

ない。EPCは「加盟国が，加盟諸国間に合意
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（コンセンサス）が存在する外交政策の諸側面

を調整し調和するシステム」1ηであり，「加盟

諸国が共通の関心を有するすべての領域におい

て効果的な欧州外交政策を形成するにいたって

いない」一帥。すなわち，EPCはEC共通外交政

策でもなく，それを目標として標棲するもので

もない。外交政策は，防衛政策とともに，主権

国家にとってし」・わば最後の砦であって，EPC

は，加盟諸国の合意のもとに外交関係の諸政策

を決定することができるが，その決定を実行す

るための装置を欠いている。「外交政策の伝統

的装置は，一大使館から砲艦にいたるまで一

一なお加盟諸国の手中にあり，外交政策問題の

決定権も加盟諸国が握っている」19〕のである。

その結果，EPCは，「意識的に結果（events）

を作り出し，イニシャティブをとろうとするよ

り，むしろ結果に反応して，もはや無視できな

くなる時にのみ困難な諸問題に対処しようとす

る傾向」2ωがあった。EPCがしばしば‘act’よ

り’reaCt’するものと評されるのは，まさにこ

のためである。今日の「共同体方式」‘COmmu－

nity　Method’の底流をなすと思われるプラグ

マティズム，柔軟性（f1exibility）そしてリア

リズムの原則が，ここ1苧も一貫して流れてい

る。

　一方，このように制約された条件の下におい

てではあるが，EPCが順調に発足し，ロンド

ン報告の示すように，外部世界から対外的な

ECの力が認識されるに伴い，・より一層その声

を1つにしようとする機運が生じた。田中教授

の指摘するとおり，「欧州連合」（本稿では「欧

州同盟」と言う）‘European　Union’という用

語が「ECの歴史にはじめて刻印」2Dされたの

は，1972年10月19～20日のパリ首脳会議におい

てであるが，そのご74年ユ2月9～10日，同じく

パリにおいて開催された首脳会議一同会議以

降，それは欧州理事会（European　Council）と

して制度化され，EPCの運営に指導的役割を

果たしている一において，より野心的に「欧

州共同体の利害に関わる国際問題の万ゆる頷域

において次第に共通の立場を採択し，外交政策

を調整」（同会議最終コミュニケ第4節）すぺき

ことを竈いあげた。その結果，チンデマンス報

告が生まれ，そのごゲンシャi・コロンポ提案，

欧州同盟に関する厳粛な宣言，ドゥーグ報告な

どにおいて基本的精神として継承されてきたの

である。欧州議会により発議され，同議会にお

いて採択された欧州同盟条約草案も，その一環

として理解される。これらの経緯については，

前章において簡単に検討したとおりである。

　では，これらの努力の集大成として実現した

単一欧州議定書（とくに第皿編）は，このよう

なEPCの現状とその成果をいかに受けとめ，

EPCの基本的任務やその目標についていかに

規定しているのであろうか。

　結論を先に挙げよう。単一欧州議定書（第皿

編）は，基本的には，ルクセンプルク報告以下

の諸報告の基本原則を踏襲するものであり，す

なわち加盟諸国政府間の合意に基づく外交政策

の調整を基調とする活動を前提としている。第

1条第3段の規定によれば，「政治協力は第皿

編で規定される。第w編の規定はルクセンブル

ク報告（ユ970），コペンハーゲン．報告（1973），

ロンドン報告（1981），欧州同盟に関する厳粛

な宣言（1983）で合意された手続きおよびカロ盟

諸国間で漸次確立された慣行を確認し，かつ追

加するものである」。事実，第皿編の諸窺定に

は，それら諸報告ないし宣言などに言己載されて

いる表現がほとんどそのまま条文として含まれ

ているものが少なくない。例えば，第30条第2

項a〕およびlC〕の第1段はロンドン報告に類似し

ており，同条第2項1b〕はコペンハーゲン報告と

同一である。（因に，このほか同議定書第皿編

および付属文書としての「決定」には，そのタ

タキ台に供されたイギリス案およびフランス・

ドイツ案と同一もしくは類似の表現が含まれて

いる。）

　では，単一欧州議定書（第皿編）には，基本

原則に関して内容上何らの刷新も’行なわれなか

ったのであろう机これに関して注目に値いす

るのは，同議定書第30条第1項の規定（「共同

体の加盟国である締約国は，共同して欧州外交

単一欧州議定書と欧州政治協力
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政策（a　Euf0pean　foreig皿policy）を策定し，

実施することに努力する）」である。同規定は，

「欧州外交政策」という概念が初めて条文とし

て用いられたという意味で，重要な意味をも

つ。（もっとも，S．ナットール（SimonNutta11〉

の指摘によれば，「……に努力する」　（tO　en－

deavour）という用語法によって，それは内容

的に稀薄化される。）22〕

　P．イフェストス　（Panayiotis　Ifestos）に

よれば，対外関係もしくは域外関係（eXtema1

re1ations）と外交政策（foreign　pO1icy）との

相違は，後者がr国家の対外環境において意図

的に形成されかつ実行される行動計画を意味」

するのに対し，前者は，単に「この対外環境の

存在に言及」するにすぎない。しかも単一欧州

議定書において，外交政策という表現が用いら

れたのは，単なる偶然ではない。再びS．ナッ

トールによれば，起案者たちが域外政策もしく

は対外政策（extema1po1icy）ではなく外交政

策という表現を選んだのは，域外（対外）政策

には，r共同体が域外（対外）関係で得るにい

たった制限的なニュアンス」23〕が感得されるた

めである。因に，イギリス案では，単一欧州議

定書第1条に該当する目標規定の如き規定は存

在しない。これに対し，フランス・ドイツ案第

1条は，「署名諸国は，欧州外交政策（aEuro－

pean　foreign　policy）の漸進的履行（prOgres－

sive　imp1ementatiOn）をその目的として定め

る」と規定している。この表現から，単一欧州

議定書は，目標設定として直接的にはフランス

・ドイツ案に倣いながら，さらに一歩進め，

「漸進的履行」という表現を削除したものと考

えられる。なお，ミラノ欧州理事会（前出）の

結果，・EEC条約の改正とともに欧州政治協力

のための条約作成を目的とする政府代表会議の

招集が決定した時・「共通外交・安全保障汝策」

‘a　common　fore1gn　and　secur1ty　pol1cy’とい

う表現が用いられていたが，ドイツ・フランス

案および単一議定書では，先に述べたように，

「共通」という用語が用いられず，単に欧州外

交政策となっている点が興味ぷかい。この点に

おいても，単一欧州議定書が現実主義的・な精神

に基づき・任意の政府間協力を基調とする外交

政策調整を任務とするものであることが理解さ

れうる。なおかつ，’extema1po1icy’でなく，

‘foreign　policy’としたところに，単一欧州議

定書の，現状を見据えた上での前進的な意欲が

看取されうるのである。一安全保障の領域に

おける協力については，次節において検討す

る6

　2）活醐領域の拡夫一安全保障政策を中心に

　今日まで，EC機構の枠内において防衛政策

や安全保障に関する問題が討議されたことは

皆無である。軍事協力は，北大西洋条約機構

（NATO）および西欧同盟（European　Union）

に委ねられてきたのである。EC加盟諸国は，

国家主権に重大な関わりを有する高度に政治的

な次元の諸問題をECの枠内において討議する

ことを回避し，法的拘束力をもたないEPC機

檎の枠内におけるより自由な討議に委ねてき

た。その結果，ボーランド問題，イラン・イラ

ク戦争，アフガン紛争，南アフリカ共和国によ

るアパルトヘイト政策，国際テロリズムなど，

数多くの政治的諸問題が，EPCの枠内におい

て討議されたのである24〕。一それでも，軍事

　防衛ならびに安全保障に関する問題は，EPC

諸会議においてさえ，長らくタブーとされた問

題頷域である。1970年代末期以来の国際緊張の

高まり（いわゆる新冷戦）を反映してであろう

か・この頃から，EPC諸会議において安全保

障に関わる問題に対する態度の変化がみられる

ようになった。

　会議においてではなく報告という形式におい

て，EPCの活動領域一とくに安全保障の領

域一に言及したのは，おそらくロンドン報告

（前出）が最初のものであったろう。同報告第

1部は，「EPCの活動範囲に関して，加盟諸国

の相異なる状況を考慮しつつ，外相は，政治協

力において，安全保障の政治的側面に関する一

定の重要な外交政策問題の討議を可能ならしめ

た・柔軟かつプラグマティックなアプローチを

維持することに合意する」と記している。ほぼ
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同時期に発表されたゲンシャー・コロンボ提案

も，安全保障を含む活動領域の拡大を提言して

いる。以来，この問題は単一欧州議定書の成立

を導く全遁程において重要関心事とされ，「政

府代表会議の準備作業を通して，論議が最も過

熱した問題の1つ」25〕であった。

　安全保障に関する問題がEC加盟諸国間で討

議されるべき必要性が生じた理由について，D・

プレィグ（Derek　Prag）は次の3点を指摘す

る（要点のみ）。

　ω西欧では，安全保障問題においてさえ，自分た

ちの利害が必ずしも同盟国・アメリカの利害と一致

しないとの認識が高まりつつあること，②加盟諸国

は，イラソ問題およびフォークランド紛争に際し

て，武器輸出をめぐり互いに競争する危険性を悟っ

たこと，13瞑器体系と装置に関する統一基準採用の

必要性が増大したこと雪副。

　もっとも，安全保障の問題が自由に討議され

うるのは，EPC諸会議が法的根拠と法的拘束力

を有さないことを前提とするためであり・その

前提が崩れるとすれぱ，多少問題は異なる。欧

州議会が欧州同盟条約草案を起案し，各国の検

討に付したとき，それは大きな抵抗を受けた。

　欧州同盟条約草案は，第9条において同盟の

目的を掲げ，その1つとしてr国際関係におい

て，安全保障，平和，協力，緊張緩和，軍縮

（および……）を促進すること」を定めている。

また第63条第1項では，r同盟は国際関係につ

いてその努力を次のことがらに向ける。すなわ

ち，紛争の平和的解決による平和の確立，安全

保障，侵略の抑止，緊張緩和，軍事カおよび軍

備の相互に均衡がとれ検証可能な減少，人権の

尊重，第三世界における生活条件の向上……」

と規定し，同条第2項では，国際関係における

同盟の行動方法として，共同行動（同盟固有の

行為）ないし協力（加盟国が欧州理事会の下で

行なう約束）のいずれかの方法がとられるとし

た上で，第66条において，安全保障の政治的，

経済的側面については「協ヵ」という行動方法

がとられると定めている（同盟の行動方法につ

いて，詳しくは後述，31～32頁）。安全保障に関

わる問題が，欧州理事会の下におかれ，その結

果加盟国の全会一致による決定が必要とされた

ことを割り引いても，安全保障という新たな政

策頒域が欧州同盟条約（案）という条約の中で初

めて法文化されたことの意義は，決して少なく

ない（同条約草案における安全保障関係の諸規

定は，以下においても必要に応じて検討する）。

　さて，安全保障を含むEPCの活動領域の拡

大について，単一欧州議定書ではいかに規定さ

れているのであろうか。以下，政府代表会議

（ルクセンブルク会議）において検討の対象と

されたイギリス案およびフランス・ドイツ案と

比較しながら検討してみよう。

　まずEPCの活動領域一般に関して，単一欧

州議定書は，「締約国は……一般利害をもつす

べての外交政策事項に関して，相互に通知し，

かつ．協議することを約東する」（第30条第2

項1a〕）と規定している。この点について，フラ

ンス・ドイツ案は，「署名諸国は，すぺての署

名国にとって重要性をもつすべての重要な外交

政策について，定期的な基礎に基づいて相互に

協議し，かつ，通知する（ことを約東する）」

（第2条第1項）と規定している。その限りに

おいて，単一欧州議定書はフランス・ドイツ案

とほとんど同一の内容と言えるが，後者はさら

に「この活動頒域を拡大するため，署名諸国は

漸次それら諸国が共有する原則，利害および目

標を同一化し続ける」（同条第3項）ことを明

記している。一方，イギリス案によれば，「加

盟諸国は，安全保障の政治的および経済的側面

を合むすぺての重要な外交政策問題について協

議する」（第2条第1項）ことが，いわば原則

的な規定において定められている。このこと

は，イギリス案が安全保障に対してより積極的

な姿勢であったことを窺わせるだけでなく，J。

シュヴァ〃ツェ　（Juergen　Schwarze）が指摘

するように28〕，同案が安全保障の問題をより広

く欧州外交政策の一環として位置づける意図を

もつものとして理解されう孔この態度は，同

案第8条第1項によって，いっそう明らかに裏

うちされる。すなわち，「加盟諸国は，安全保

単一欧州議定書と欧州政治協力
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障問題に関するより緊密な欧州協力が，欧州の
　　　　　　アイデンテ4テイ
対外的な政治的一体性を発展させる努力の本質

的な構成要素であることに合意する」。このよ

うなイギリス案の考え方は，むしろ「（欧州同

盟において）統一的な外交政策の統一的な一部

として」29〕防衛を位置づけようとする一とく

にA。スピネリ（A1tieroSpine1li）やD．プ

レイグらの主張に基づく一同盟条約草案の基

本的戦略を踏襲するものであったが，結局，単

一議定書は，「より慎重」‘more　CautiouS’30〕な

フランス・ドイツ案の考え方を採択した。それ

はおそらく，それぞれの事情により安全保障へ

の積極的な取組みに不安を感じる若干の加盟国

，フランス，デンマーク，アイルランド，ギ

リシャーの立場を考慮した結果であろう（こ

の点については，後述29－30頁）。

　結局，単一欧州議定書は，より個別的な独立

の規定において，「締約国は，欧州の安全保障

問題に関するより緊密な協力が，対外政策事項

における欧州の一体性の発展に，きわめて重要

な寄与をするものと考える。締約国は，安全保

障の政治的および経済的側面について，より緊

密に立場を調整する用意がある」（第30条第6

項a）と定めた。これは，フランス案第8条第

1項と全く・同一の文言である。欧州同盟条約草

案の場合と同様，内容的には失望すぺきかも．し

れないが，むしろ加盟諸国のすぺての署名のも

とに法文化されたことによって評価されるべ」き

である。

　ところで，「安全保障の政治的および経済的

側面」（ロンドン報告では，たんに安全保障の

「政治的側面」のみに言及していたが，欧州議

会の欧州同盟条約草案以降，「経済的側面」が

追加された）とは，具体的に何を意味するので

あろうか。単一議定書をはじめ，多くの法案や

諸提案が，EPCにおける活動領域の拡大につ

いて言及するとき，狭義の軍事・防衛問題が意

図的に排除され，つねに安全保障（SeCurity）

の問題として取扱われていることは明自である

が，安全保障という概念がどこからどこまでの

領域を含むのか，また安全保障の政治的・経済

的側面とは何を意味するのか，厳密な定義が行

われたという事実は，寡聞にして知らない。J．

シュヴァルツェが安全保障の政治的・経済的側

面について言及しながら，「このような区別が

いやしくも可能であるならば」舳と断っている

のが，興味ぷかい。ただ，D．プレイグのことば

が一定の示唆を与える。すなわち彼によれば，

「安全保障とは，単に軍事防衛問題であるだけ

でなく，国際構造の発展と，国家間紛争が平和

的に解決されうる環境の創造に依存する。換言

すれば，長期的な見地に立つ真の安全保障にと

って，恩慮に基づく多国家間の軍縮は，少な

くとも軍備と同じくらい重要であると思われ

る」ヨ2〕。こうした考え方に立って起案された欧

州同盟条約草案は，定義規定こそ置いていない

が，安全保障の政治的・経済的側面とは何であ、

るかについて，いっそう明確にしている。すな

わち第68条第1項は，「欧州議会は協力の分野

を，とりわけ，軍備，第三国への武器輸出，防

衛政策，軍縮について拡大することができる」

と定めているのである。先に言及・したように安

全保障の頷域を明確に欧州外交政策の一環とし

て包含しようとする欧州同盟条約草案の基本精

神からすれば，同条約草案第64条第3項の定め

る開発援助政策もまた，広義における安全保障

政策のi環と理解されうるが，これが「協力」

という方法ではなく同盟の「共同行動」によ．っ

て処理される（同条約草案第64条第1項）こと

から判断すれば，一応，別体系のものと理解さ

れるべきであろう。

　単一欧州議定書では，締約国が「安全保障の

ために必要な技術上および産業上の条件を維持

することを決意する。」（第30条第6項b）ζと

が規定されている。本規定は，イギリス案第8

条第3項，および，とくにフランス・ドイツ案

第8条第4項と類似の規定である。その後半に

おいて，単一議定書は，この目的を達成するた

め「国家的水準において．必要な場合には，権

限を有する機関（the印mpOtent　inStitutiOnS）

および補助機関の枠内においても，努力する」

と規定している。イギリス案およびフランス・

単一欧州議定書と欧州政治協力
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ドイツ案も同上規定において同趣旨の規定を設

けているが，「権限を有する機関」について，前

者では（加盟諸国の）「共同の諸機関」‘their

jOiηt　inS肚uti㎝S’，．後者では「共通の諸機関」

‘common　organs　of　co－operation’という表現

が用いられている。いずれも，実質上EC諸機

関を意味するにも拘らず，それを明記しなかっ

たのは，政府代表会議における代表団の間に，

安全保障の脈絡においてそれに言及することに

異論があったからである。なお，P．イフェス

トスによれば，該当する共同体機関の例とし

て，ユーレカおよびエププリ計画に関与する

BCの技術部門が挙げられている34〕。

　さて，．単一欧州議定書ではr若干の締約国が

相互に，西欧同盟（WEU）または大西洋同盟

（NATO）の枠内における安全保障の分野で，

より緊密に努力することを妨げない」（第30条

第6項c）との規定が置かれている。この点に

関して，イギリス案およびフランス・ドイツ案

は，ともに第8条第2項において，ほぼ同一の

規定を置いている。その趣旨は，いずれも，

EC加盟諸国中WEUおよび（または）NATO
に加入する諸因が，それら軍事機構に参加しな

い諸国とは別に，安全保障の分野においていっ

そう緊密な協力を推進することを妨げないとす

るものである。

　」周知のごとく，EC加盟諸国はその軍事・防

衛，安全保障に関して，必ずしも同一の立場に

あるわけではない。デンマーク，ギリシャ，ア

イルランドおよび1986年1月以降新たにECに

加盟したスペインとポルトガルは，WEUの

加盟国ではなく，このうちアイルランドはそ

の中立政策によりNATOの加盟国でもない。

NATOにおける各国の立場も，徴妙に異なる。

フラシスは現在，その軍事機構に参加しておら

ず，デンマークは近年とくに積極的にその活動

に参加していない。またギリシャは，パパンド

レゥ（Andreas　Papandreou）杜会党政権の成

立以来，とりわけNATO加盟国であるトルコ

との対立関係に起因して，NATOの強化には

関心を示さない35〕。

」こうした状況のもとで，EC加盟諸国が安全

保障問題について共通の認識と合意を形成する

ことには，相当の困難が伴う。シュトットガル

ト欧州理事会において公表された欧州同盟に関

する厳歯な宣言（前出）が，安全保障に関して

重大な進展を行なうことに失敗したあと，その

進展に意欲的な加盟諾国は，結局，デンマーク，

ギリシャおよびアイルランドという「足取りの

重い3カ国」‘three　foot－draggers’を除外する

形で，WEUという，普段現実政治の動向には

無関心で，そのため「消滅しかけ」‘moribund’

ていた組織を「蘇生」‘reViVe’させることを決

めたのである3帥なぜなら，WEUは「安全保

障お．よび防衛の分野における，西欧協力にとっ

て唯一の利用しうる専門機関」であったからで

ある37〕。WEU再活性化の狙いは，P．ブリュ

ックナー（Peter　B沌ckner）によれば，フラ

ンス・ドイツ間の軍事協力の場を作り，NATO

の合同軍事協力活動を1966年以来中断している

フランスに対して，・西欧防衛政策に対しでいっ

そう直接的な寄与をさせることにあった38〕。こ

のため，1984年10月26・27目，ローマrおいて

WEU外相・防衛相会議が開催され，NAT0

が西欧安全保障の基礎であること，WEU強化

のため同理事会を少なくとも外相・防衛相とい

う閣僚クラスで開催することに合意した。ま

た，．85年4月22・23日，ボンにおけるWEU理

事会では，安全保障および防衛間題の研究機関

の設立が合意され，政治情報問題担当の部長を

おくことによって，事務総局（ロンドン）を強

化することが決定された39〕。

　安全保障に関する問題に，最後の段階まで低

抗を示したのは，アイルランドであった。同国

の中立政策は，元来，r以前のイギリスの統治

および北アイルランドにおけるイギリス統治の
　　　　　　リ丁クション
継続に対する反動」の結果であったが，P．プ

レイグは，この交渉を通してその中立政策は

「アイルランド早主政治の『おとり商品J‘foot－

ba11s’の1つと化するにいたった」ωとの厳し

い皮肉を呈している。アイルランドでは，単

一欧州議定書は，1986年12月15目，下院（the

単一欧州議定書と欧州政治協力
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Pai1Eiream）において承認されたが，野党

Fiama　Fai1および労働党の反対により，それ

は70対63票の僅差で通過したにすぎない41〕。こ

の時，すでに安全保障に関する単一欧州議定書

の諸規定の違憲性が主たる争点とされたのであ

るが，（前述42頁）その成立の見通しについて

はなお楽観的であった42〕。87年1月15日，R．ク

ロッティー（Raymond　Crotty）氏43〕のこの点

に関する提訴に伴い，アイルランド高等裁判所

は審理を開始しω，2月12日，政府の主張を正

当と認め，批准手続を完了すぺしとの判決を下

した45〕。クロッティー氏は直ちに上告した。2

月25日，最高裁判所は，単一議定書のほとんど

の規定を違憲とする彼の主張に対して，外交政

策協力に関する単一欧州議定書第皿編（とくに

第、6条の諸規定）においてのみ憲法と矛盾する

点が存在することを認める違憲判決を下した

（3対2の多数による）。これに伴い，4月10日，

アイルランド政府は特別会議において主要野党

党首との協議開始を決定するとともに4励，4月

13目より，単一議定書承認のための憲法条文の

一部改正に関する原案を作成したうえ，国民投

票のための手続きを開始した47㌧この国民投票

は，言うまでもなく，最高裁により指摘された

単一議定書における矛盾点を克服しうるよう

に1937年憲法を修正することを目的とするも

のであった。この間，政府は，国民投票におい

て議会決定が覆えされることのないよう，アイ

ルランドにとってのEC加入の数々のメリット

を国民に示し，一また，単一議定書はこれまで欧

州政治協力において積み重ねられてきた慣行を

条約規定とするのみで，その実質は不変である

’ことを訴えた48，。5月28目，国民投票は投票率

約50％，賛成投票約70％の結果を得て，手続き

の有効性に関する3週間の異議申立て期間を経

たのち・結局，すべてのEC加盟国による手続

きを完了したので，87年7月1日より施行され

ることになったのである。

　単一欧州議定書第皿編，とりわけ安全保障に

関する諸規定は，このような難産の末の所産で

はあったが・その評価としては，「本質的に従

来の諸報告の現状から変らない」’9〕との見方が

一般的である。その意義は規定された内容その

ものに存するといろより，むしろ，本稿におい

亡もしばしば強調したように，安全保障の頷域

に関する加盟間協力について，初めて法文化し

た，という点に存するのである5ω。

2　EPCの制慶的枠組

　1）EC機構とEPC機構との関係
　EPC法制化の交渉過程において，加盟諸国

は，EPC関係の諸規定がローマ条約改正を包

含する単一の法規の中に組み込まれ，一体化す

ることには反対であった。「EPC条約の交渉に
　　　　　　　　　　　，ンク対して，共同体とは何の関係もなく，古典的な

国際的外交会議の形で，別個の課題として行わ

れるべきであるとの声が上っていた」51〕のであ

る。すでに述ぺたとおり，欧州議会によって採

択された欧州同盟条約草案はEPCをECと同

一の法的枠組の中に編入した最初の条約（案）

であるが，そのご提出されたイギリス案および

フランス・ドイツ案は，EPCに関する新条約と

して提出された。イギリス案はその名称（政治

協力に関する協定草案）からもEPCに関する

独立の条約であることが分かるし，さらに「本

協定の諸規定は，欧州共同体を設立する諸条約

の諸規定に影響を及ぽさない」（第4条第3項）

との明文規定を有した。フランス・ドイツ案に

はそのような規定は置かれていないが，「欧州

同盟条約草案一という名称にも拘らず，前文を

除き，条約本文では政治協力のことしか規定さ

れておらず，EPCに関する新条約であること

が明白である。．

　しかるに，最終的に署名された単一欧州議定

書は，周知のとおり欧州議会の同盟条約草案と

同様，ローマ条約改正とEPC法制化を一体化

した「単一」条約の形態をとることになった

が，このような基本方針の転換は，先に述ぺた

ようにEC委員会の熱意と努力の賜物であった

と言えよう。1985年9月9日以降EC加盟諸
国外相によって開始された政府代表会議（ルク

単一欧州議定書と欧州政治協力
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センブルク会議）では，ローマ条約改正の準備

作業はドンデリンガー・グループの手に，EPC

法制化の作業はEPC政治委員会の手に委ねら

れることになったが，それぞれのグループの作

業開始にあたり，EC委員会は，政治協力固有

の性質を変更する意志のないことを明らかにし

た。すなわちEC委員会は，EPC諸会議は今
　　コyセンサス

後も全会一致によって運営され，．かつEPCに

おける共同体諸機関の役割にも何ら変更のない

ことを保障するとともに，単一議定書ではEC

活動とEPC活動を別個のタイトルのもとに規

定し，EPCの運営に関しては通常の伝統的国

際法上の地位を与えるとの構想を示した52〕。こ

のため，EC加盟諸国の多くは安心してEPC

政治委員会に作業を委ねることができたのであ

る（なお，フランスは，11月19日，欧州同盟議

定書草案（a　draft　Act　of　European　Union）

を上程したが，その法的構造はEC委員会の示

した上記構想とほぽ同様であった）53〕。

　また，ローマ条約改正とEPC法制化の具体

的な準備作業は，それぞれ別々の職員により進

められたが，「政府代表会議牢来の閣僚級会議

そは，何らの区別もなされずに」54〕行われた。

この結果，最終的には，これまで述べてきたよ

うに，ECとEPCの両者を規定するr単一」
議定書が作成されたのである55〕。

　では，その結果，単一欧州議定書の施行に伴

い，「2分法」一ECとEPCとの構造的区分

一は解消（あるいは緩和）し・たと言えるであ

ろうか。この点は，EPCのあり方を考える上

で，前章において論及したEPCの目標設定

（共通外交政策）の問題と並んで，おそらく最

も重要な問題の1つである。

　答えは，概して「否」である。EC委員会が

「単一」議定書への方向づけを行なった際に加

盟諸国がそれを不承不承支持したのは，同委員

会が，単一議定書の法構造上ECとEPCの両

機構の区別を明確化することを保障したからに

外ならない。では，EPCは，具体的に単一議

定書のいかなる規定により，いかなる形でEC

機構と区別されているのであろうか。また・欧

州議会による欧州同盟条約草案やフランス・ド

イツによる同名の条約草案などでは，この点は

どのように規定されているのであろうか・以下

に検討してみよう。

　まず，単一欧州議定書前文によれば，将来

EC加盟諸国間の関係を欧州同盟に変革しよう

とする意志が表明されているが，この同盟は，

「第1一に，それぞれ固有の規則に従って活動す

る諸共同体」と「第2に外交政策分野における

署名国問の欧州協力」との2つの異なる基礎の

上に構築されると言己してい乱フランス・ドイ

ツ案の前文では，「一方において固有の規貝1」に

従って活動する欧州諸共同体と，他方において

署名諸国間の政治協力を通して，欧州同盟を実．

現し，かつその同盟に必要な活動の手段を提供

することを決意し」と，ほとんど同様の表現

が見られる（因に，同案ではこのほかにはEC

とEPCの関係を定める規定は見当たらない。

但，両機構の活動の一貫性に関する規定（第4

条，後述34頁）は除く）。

　前文に関連して，単一欧州議定書第1条第1

段では，ECとEPCの共通の目的を規定する
に際して，「欧州諸共同体と欧州政治協力の目’

的は，（云々……）」と，両者を区別し，並列的

に規定している。しかも同条第2段・第3段に

おいて欧州諸共同体と政治協力の依って立つ基

盤を明確に区別して規定している。さらに第3

条では，第1段において欧州共同体諸機関の権

限と管轄権の行使について，第2段において欧

州政治協力に責任をもつ機関の権限と管轄権の

行使について，別々に規定している56〕。

　欧州議会による欧州同盟条約草案は，ECと

EPCとの関係に関する限り，少なくとも単一

欧州議定書やその他の試案よりも進歩的である

ように思われる。すなわち，欧州同盟の下に両

者の機構を吸収・合併してしまっており，同盟

として一体化された目的と行動方法と権限を明

記している。但，同盟は，「同盟に固有の，同

盟の機関から発せられ同盟の機構，国家または

個人に宛てられるすべての行為」（第10条第2

項）としてのr共同行動』と「構成国が欧州理

単一欧州議定書と欧州政治協力

Page:11無断転載禁止。　



事会の枠内で行う約束」（同条第3項）として

の『協力』という，2つの異なる方法に従って

行動する。国際関係においても，これらのいず

れかの方法がとられる　（第63条第2項）。すな

わち，「国際関係において，同盟は，本条約が

排他的権限または競合的権限とする分野につ

いて，共同行動の方法を用いる」（第64条第1

項）。また，「本条約第64条が適用されない場

合，’次のことに関して，同盟は，協力の方法に

より国際関係を処理する。一同盟のいくつか

の構成国の利害に直接かかわる問題，または，

構成国個々によるのであれば同盟によるほど効

果的に行動することができない分野，または，

構成国の権限の範囲内で行われる外交政策を補

完される分野，または，安全保障の政治的，経

済的側面に関係する問題」（第66条）。一要す

るに，前者．（共同行動の方法によるものが従来

のEC域外政策の諸頒域（通商政策，開発援助

政策など）に関わる問題であり，それは「同盟

の機関のみが行為する権限を有する」，いわゆ

る専属権限（排他的権限，第12条第1項）か，

あるいは，「同盟が立法していない隈りにおい

て，構成国が権限を行使する」，いわゆる競合

権限（第12条第2項）に属する。一方，後者

（協カの方法によるもの）は，概して従来EPC

機構の枠内において行われてきた活動領域であ

り，この，第66条が適用される協力の分野につ

いては，先に言及した第10条第3項の規定から

当然に，欧州理事会が責任を負う（第67条第1

項）。欧州同盟条約草案は，このように，権限

の行使の仕方と行動方法の相違という形で，共

同体活動と政治協力関係の活動とを巧みに，か

つ微妙に区別しながら，しかも同盟としての一

体性を保持するものである。

　単†欧州議定書においてECとEPCとの区

別が端的に示されているのは，第w編（一般規

定および最終規定）である。第31条は，「欧州

3共同体司法裁判所の権限およびこれらの権限

の行使に関する規定は，第II編の規定および第

32条にのみ適用する」と規定し，EC司法裁判

所に対して同議定書第I編および第皿編の諸規

定を適用する権隈を付与していない。この結

果，欧州理事会もEPC手続も司法裁判所の管

轄権の外に置かれる。ζの点について，D．フ

リーストーン（DavidFfeestone）とS．デビ

ッドソン（Scott　Davids㎝）は，その共同論文

において，共同体司法裁判所がEECの対外関

係の権能を事実上拡大するのに積極的であった

ため，加盟諸国は司法的行動主義’judiCia1aC－

tiViSm’を恐れて，同議定書において意図的に

EPC領域を同裁判所の権限外としたのであろ

う・と論じているが57〕，この指摘は若干うがち

過ぎのきらいがある。今目なお加盟諸国として

は，政治協力関係の事項（国家主権に関わる高

度に政治的な外交政策上の頒域）について，完

全に共通政策として共同体に委ねることのでき

ない状況にあり，そうである以上EC司法裁判

所にはこの領域の管轄権を付与することができ

ない，というのが真実に近いであろう。一い

ずれにしろ，司法裁判所が単一欧州議定書第I

編および第皿編に対して管轄権をもたないこと

は事実である。では，それら（とくに第皿編）

の規定には法的拘東性は存在しないのであろう

か。否，それは（正当に批准された条約規定

として）国際法の下で明白な拘束力をもつ。

その具体的根拠として，D．フリーストーンら

は，議定書第30条が「外交政策の分野における

政治協力は・以下の規定により規律される」5帥

（sha11be　govemed）と規定し，第30条第5項

が「EC　の域外政策と欧州政治協力において

合意された政策は一貫性をもたねばならない

（must　be　consistent）」5帥と，明白な義務を課

する方法で規定されていることを挙げている。

また，同時に，本議定書第II編では，議定書当

事国（署名諸国）のことが「加盟諸国」’Mem－

ber　States’という用語で表現されているのに

対し，第皿編では通常の国際法上の呼称に従

い，「締約国」‘High　Contracti㎎．Parties’と

表現されている点を指摘する60〕。実は，この呼

称は，S．ナット、ルが指摘するように「第I皿編

が独立の条約として認識されていた草案手続作

成段階の名残り（relic）」01〕にすぎないのであ

単一欧州議定書と欧州政治協力
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るが，同議定書が条約の形式を備え，主権国家

間の条約という法的地位を有する以上，国際法

の下で明白な拘束力をもつこ・とは当然である。

また，EEC条約とも完全に無関係ではあり得

ない。同条約第182条は，「裁判所は，この条約

の目的に関連のある構成国間の紛争が合意によ

り裁判所に付託されるときは，その紛争につい

て裁判を行う権限を有する」62〕と規定してい

る。

　しかしながら，以上検討した諸点から，単一

欧州議定書においてECとEPCの枠組がとき
には徴妙に，ときには明確に（法的な意味で）

区別されていることは明らかである。「単一議

定書第皿編は，既存の諸条約（EEC，ECSC，

EURATOM，EC）のいずれの一部ともならな
い」63〕のである。

　この点に関して，欧州議会による欧州同盟条

約草案ではどうであろうか。まず，欧州同盟に

は2種類の法律が存在す孔1つは「共同行動

に適用される規則」，ナなわち「法律」（第34条

第1項）であり，いま1つは，「本条約第38条

が規定する特別の手続に従って議決される組織

法律」（第34条第2項）であり，この組織法律

によって規律されるのは，機関の組織および活

動ならびに本条約が明示的に規定するその他の

事項」（同上）である。司法裁判所は，「本条約

および本条約に基づくすべての法令の適用およ

び解釈について，法の尊守を確保する（第30条

第1項）。この規定のみから判断すれば，同盟

の司法裁判研は・同盟の下に牟るすべての機関

ないし事項について管轄権を有するものと考え

られる。但，上記34条1項により，「法律は，

共同行動に適用される規則を定める」のであ

り，すでに述べたように（p．31～32頁），同

盟の国際関係のうち同盟が排他的もしくは競合

的権限を有する分野については「共同行動」と

してこの「法律」の適用を受けるが，それ以外

の，主として政治協力の領域については単に

「協力」の分野として，法律の適用を受けない

ことになる。従って，欧州同盟条約草案におい

ても，政治協力事項については司法裁判所は

管轄権をもたないと考えられる。この点で，筆

者は，欧州同盟において「協力」の分野に責

任を負う「欧州理事会は同盟法の中に持ち込ま

れ，初めて司法裁判所の審理を受けることにな

る」崎4〕との見解を支持しない。

　すでに種々の観点から検討してきたように，

EC・EPC両枠組に対する「2分法」は，程度

の差はあれ，欧州議会の欧州同盟条約草案，フ

ランス・ドイツ案および単一欧州議定書のいず

れにおいても法構造上存続する。このような状

況において，それらはすべて，EC・EPCの両枠

組の活動における一貫性の保持に対して，十分

配慮しているように恩われる。それは，ローマ

条約の下に共同体権限として行われるECの共

通域外政策一共通通商政策および第三国との

連合など一と，EPCの下で行われる外交政

策協調の活動が矛盾を生じないための配慮であ

り，すでにコペンハーゲン報告以来顧慮されて

きたことを一層明確に法文化したものである。

D・プレイグによれば，欧州議会は欧州同盟条

約の起草にあたり，4つの目標一ω統一性
（unity），12〕一貫性（consistency），13〕有効性

（effectiveness），および（4〕民主性（democratic

accountabi1ity）一を設定したというが，こ

のうち一貫性について，彼は，「対外政策が，

各部分が他の部分と一貫（ConSiStent）し，か

つ補完しあう，ひとつの一貫（coherent）した

全体を形成するために」65〕と述べている。採択

された同盟条約草案によれば，「同盟は，構成

国の国際政策についで，その方向の一貫性を監

視する」（第67条第2項）と規定され，一貫性

（ConSiStenCy）の確保は，「同盟」そのものに委

ねられている。イギリス案によれば，「加盟諸

国は，欧州共同体の域外政策と欧州政治協力に

おいて合意された政策の間の最大眼の一貫性

（cohefence）を確保する」（第4条第1項）と

規定されてい孔　これに関係して同条では，

EC機関との関係（EC委員会については，同

条第1項，欧州議会については第2項）が規定

されている。さらに，イギリス案に付された付

属文書皿（政治協力事務局の任務）（a〕では，事
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務局が両政策間の一貫性（coherence）を確保

することにおいて議長職を助ける旨，規定され

ている。また，フランス・ドイツ案は，イギリ

ス案とほとんど同様の表現を用いながら，r署

名諸国は，欧州共同体の外交政策と欧州政治協

力において合意された諸政策の間のできる限り

高度の一貫性（ConSiStenCy）を確保する」（第

4条）と規定し，政治協力会議へのEC委員会

の参加を明言己するとともに，「この一貫性を保

障するため，議長職は，共同体と政治協カ事項

との相互関係が多くの共同行動において現われ

ることに留意する」（同条）と定め，一貫性確

保の責任を，理事会議長職に委ねている。さら

にフランス・ドイツ案は・創設される事務局に

対して議長職が共同体の立場との一貫性を確保

するうえで補助すべき任務を与えている（第10

条第ユ項）。一方，単一欧州議定書は，第30条

第5項第1段において「欧州共同体の域外政策

と欧州政治協力において合意された政策は一貫

性（ConSiStenCy）をもたなければならない」と

規定し，同条第2段において，一貫性の確保に

対するr特別の責任を，議長職と委員会とに委

ねている。両者の共同責任という形は，同議定

書のみの特徴である。同議定書は，条約本文だ

けでなく，それに付属する「決定」皿におい

て，事務局は「共同体の立場との一貫性」’itS

consistency　with　Community　positions，（こ

れは，フランス・ドイツ案と全く同一の表現）

を確保することにおいて議長職を補助すべきこ

とを定めている　（同決定皿，前文第2段）。付

属文書に記載した点では，イギリス案と同様で

ある。さらに同決定1Vでは，言語の使用は諸共

同体の規則に従う，とされているが，これは，

EC活動とEPC活動との二貫性をより日常的
な場で確保するための，細やかな配慮と考える

ことができる　（一貫性に関しては，さらに後

述，p．35，38頁）。

　2）　EC諸機関との関係強化

　前節では，従来一般にEC機構とEPC機構

がいかなる関係にあったか，それが単一欧州議

定書（とくに第皿編）の制定によっていかに変

ったかについて検討した。その結果，法的構造

としてなお両者間のいわゆる2分法が基本的に

存続する事実が明らかにされた。では，より個

別・具体的にかつ実際上，EC諸機関（とくに

EC委員会と鹸州議会）がこの原則的に隔絶さ

れたEPC機構において，いかに関与するかに

ついて検討してみよう。

　まず，従来の状況について概観しておかねば

ならない。EPC諸会議へのEC委員会の参加

の根拠は，ルクセンブルク報告にある。同報告

によれば，「閣僚の仕事がEC活動に影響を及

ぽす場合，EC委員会は自らの見解を知らせる

ために招聴される」（同報告第2部第5節）。そ

の際，EC委員会に課せられた制限は，同委員

会がEPC諸会議のすべてに参加しうるのでは

なく，r（議題が）EC活動に影響を及ぼす場合」

に限られること，そして単にゲストとして「招

聴」‘inVite’される立場にあり，自ら決定権を

行使できないことである』74年12月，ヨーロッ

パ理事会の制度化に伴い，EC委員会のEPC

諸会議への参加の機会が増大した。たとえば政

治委員会およびほとんどの専門家作業部会の会

合にも委員会職員が参加するようになった。

1981年10月のロンドン報告では，政治協力のす

ぺての会議に「完全に関与」‘fully　associated’

することが確認された。ここに完全な関与と

は，EPC機構の下にある欧州理事会，外相会

議，政治委員会，専門家作業部会等のあらゆる

会議に参加しうることを意味するが，ゲストと’

しての参加というEC委員会の地位に影響を与

ぼすものではない。今日，欧州理事会および外

相会議にはEC委員会委員長もしくは対外関係

に責任を有する委員（大抵の場合，対外関係総

局担当の委員で，討議される議題により，時々

開発総局担当の委員）が定期的に参加する。

　一方，欧州議会とEC機構との従来の関係と

して，まず議会の政治委員会（Po1itica1・Com－

mission）と閣僚との懇談会（col1oquy，年2

回）が挙げられる。そこでは「外交問題に関す

る協力の枠組内において協議対象となる諸問

題」（ルクセンブルク報告第2部第6節）が討
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議される。また，理事会議長は欧州議会に対し

て，年1回，EPC活動における口頭報告を行

なう（同報告第3部第4節）。なお，コペンハ

ーゲン報告以後，上記懇談会は年4回開催され

ている。欧州議会議員は，また，文書または口

頭の質問を理事会議長に対して提出しうる。こ

れに対する議長の回答は，通常，文書によって

行われる。以上，概説したのが，従来EC委員

会および欧州議会が有するEPC機構またはそ

の諸会議との関わりである66〕。

　さて，単一欧州議定書（必要に応じて，イギ

リス案およびフランス・ドイツ案）の検討に入

ろう。

　欧州理事会一EC各国政府首脳により構成

される一は，今日までEPC機構の頂点にあっ

て，その活動に指針を与えてきたが，単一欧州’

議定書はその法的位置づけと，その構成を明ら

かにしている。すなわち第2条前段において

「欧州理事会は欧州共同体の加盟国首脳および

委員会委員長で構成される。外務大臣および委

員会の1名の委員がこれを補佐する」と規定し

ている。先に述ぺたように，1974年以来慣行と

して認められてきたにすぎない欧州理事会への

EC委員会の参加が，加盟国首脳と並記する形

で規定されたのである。開催回数は，従来年3

回開催されているのに対し・単一議定書の文言

では，「少なくとも年2回」（同条後段）とされ

ているが，実質上の変化はないものと思われ

る。イギリス案とフラ！ス・ドイツ案には，互

いに類似の規定が存在するが，そとでは欧州協

力の諸活動は欧州理事会の一般的指導の下に行

われることが規定されている（イギリス案第3

条，フランス・ドイツ案第3条。但，後者では

欧州理事会は欧州同盟理事会（Counci1of　Eu－

rOpean　Union）と呼称される。このような欧

州理事会（もしくは欧州同盟理事会）の位置づ

けは，欧州議会の欧州同盟条約草案一（第67

条第1項）欧州理事会は，協力について責任

を負う一に由来するものと考えられる。単一

欧州議定書はこの点を明確にせず，上記のよう

にたんにその構成と開催回数に明示するのみで

ある。一方，イギリス案第3条およびフラ’ンス

　ドイツ案第3条は，欧州理事会においてEC．

委員会の参加を認めることを明示していない。

　単一欧州議定書第30条第3項1a〕は外相会議に

関する規定であり，「欧州政治協力の枠内にお

いて少なくとも毎年4回会合する。……欧州共

同体理事会の会合に際しても，欧州政治協力の

枠内において外交政策事項を討議することがで

きる」とした。これは，従来の慣行（とりわけ

1972年12月のパリ首脳会議による成果）を明文

化したものであり，イギリス案の付属文書I

（政治協力の構造）lg〕およびフランス案第3条

とほぼ同一である。但，単一議定書はこれら各

国案と異なり，その構成について外務大臣のほ

か1名のEC委員会の委員を含むことを明言己し’

ている。

　単一欧州議定書の同条弟3項1b〕は，r委員会

は，政治協力の手続に全面的に『関与』‘fu11y

associated’する」ことを明言己している。イギ

リス案は，共同体の域外政策とEPCにおいて

合意された政策との一貫性の確保を定める規定

（第4条第1項）において，その確保に対する

責任の所在を加盟諸国としつつ，この目的のた

めEC委員会が（すぺての加盟国が反対の合意

をしない限り）政治協力のすぺての会議に「招

聴される」‘inVited’としている。また，フラン

ス・ドイツ案も一貫性の確保に関する規定（第

4条）において，同様の内容を定めている。

但，フ’ランス・ドイツ案ではEC委員会はす

べての政治協力会議に「参加」‘take　part　in’

するとの表現が用いられている。これらの表現

上の徴妙な差異が興味ぷかい。ニュアンスとし

ては，フランス・ドイツ案が最もEC委員会の

関係の程度が深く，イギリス案が最も薄いよう

に思われる。単一欧州議定書は，結局，ロンド

ン報告と同一の表現を採択した。

　欧州議会との関係において67〕，最も淡白な扱

いをしたのは，イギリス案である。同案第4条

第2項において，「加盟諸国は，欧州議会が政

治協カにおける発展について通知を受けること

を確保する」と定め，同案付属文書皿1C〕におい
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て政治協力事務所の任務に関連して，同事務局

が，理事会議長職が欧州議会の質問に対する回

答書を作成するのを準備段階で補助することを

記しているだけである。フランス・ドイツ案第

9条は，より詳細に，「署名諸国は，欧州議会

の政治協力との連携の重要性を強調す孔　ロ

ンドン報告および欧州同盟に関する厳粛な宣言

において述べられた欧州議会との関係に関する

措置を完全に適用し，かつ可能な限り発展させ

ることを約束する。欧州政治協カの活動に関す

る特別情報会議が，とくに議長職により必要に

応じて組織されうる」ことを定めた。単一欧州

議定書は，さらに詳しい。まず第30条第4項に

おいて，「締約国は，欧州議会が欧州政治協力

に密接に関与することを確保する。このため，

議長職は，欧州政治協力の枠内において検討さ

れている外交政策問題について，定期的に欧州

議会に通知し，また欧州議会の意見に正当な考

慮が払われることを確保する。」と定めている。

これは，すでに行われていることがらを法文化

したにすぎないが，同議定書の付属文書として

の「決定」の第I部（8項目）は，すべてr欧州

政治協力と欧州議会との関係」のために充てら

れている。こ・れは，条約本文におけ季約束が確

実に実行されるための手続規則としての意味を

有する。約言すれば，以下のとおりである。

　ユ．議長職が定期的に議会に対してEPC会議にお

　　ける討議内容を通知すべきこと。

2、議長職は議会にその任期の開始を知らせ，任期

　終了時にはその間の進歩を報告すぺきこと。

　3．議長職は議会にEPCの年次報告を行ない，閣

　僚級の者が外交政策に関する議会の全体会議に参

　　加すぺきこと。

　4、（先述の）懇談会を年4回開くこと。（その運営

　　について，詳細に記している。）

　5．共同の合意により特定のEPCの議題について
　　閣僚級の特別情報会期が設けられるべきこと。

　6．議長職は，認められた憤行手続きに従い，EPC

　．活動に対する議会の質問に対して回答し，議会の

　　質問時間に出席すぺきこ’と。

　7、議長職は，EPC’の活動において議会の立場が

　　考慮されることを確保すること。

　8．議長職は，EPCの枠内で採択された宣言を速

　　やかに欧州議会に回すこと。

　要するに，単一欧州議定書では，欧州議会の

EPC機構との関係において斬新な内容のもの

は殆んどない68〕。けれども条約本文において少

なくともこれまでに確立されてきた手続きを明

示し，しかもその細則規定（付属文書）におい

て，それらをいっそう明確化したことの意味

は，決して少なくない。欧州議会はこれまで，

EPC活動について，事後報告を受けるばかり

で，「決定に対して影響を及ぼす機会をまった

く与えられずに，既成事実に直面させる」70〕と

の不満を洩らしてきたが，本質的地位は不変で

あるにせよ，その不満は若干緩和するかもしれ

ない。

　3）　EPC機構の改革一欧州政治協カ事務局

　　の創設

　はじめに，EPC機構について，単一欧州議

定書の規定に即してごく簡単に概観しておこ
う。

　欧州理事会については，すでに随所に言及し

たように，EPC活動に対していわば指針を示

す機関であり，それは「欧州共同体加盟国首脳

および委員会委員長により構成される。外務大

臣と委員会の1名の委員がこれを補佐する。欧

州理事会は少なくとも年2回会議を開催する」

（第2条）。

　EPC機構の中で中枢機関というぺきものは，

外相会議（とくにEPC外相会議と呼称）であ

る。これにはEC委員会の1名の委員が加わ

り，少なくとも年4回会合する。外相会議は，

このほか「欧州共同体理事会の会合に際して

も，政治協力の枠内において外交政策事項を討

議することができる　（第30条3項a）。議長職

は，EC理事会の議長職を務める締約国が兼務

する（同条第10項a）。

　政治委員会（Po1itica1COmmittee）は，各

国外務省政務局長により構成され，主として

EPC活動の継続性を確保し，閣僚会議の準傭

を行なうことを任務とする（同条同項C）。

　欧州連絡官グループ（European　Correspond－

ents’Group）は，政治委員会の指示のもとに，

政治協カの実施を監視し，全般的な組織上の問

単一欧州議定書と欧州政治協力
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題を研究することをその任務とする（同条同項

e）。因に同グループは，各国外務省職員から

構成される69〕占

　作業部会は，EPCの運営委員会に相当し，

大抵の場合，各国外交官より構成され，重要な

国際問題の分析にあたるが，単一議定書では単

に「政治委員会の指示により，会合する」こと

が定められている（同条同項f）。

　事務局は・ブリュッセルに軍かれ・議長職の

下にあって，EPC活動の準備と実施，ならび

に運営上の問題について議長職を補助する（同

条同項9）。

　単一欧州議定書（第皿編）は，これまでの

検討により明らかなように，基本的に既存の

EPC活動のあり方を変革するものではなく，

むしろそれを尊重し踏襲しながら，発足以来20

年近い歴史の中で築かれてきた成果を法文化し

ようとするものである。EPC構造に関しても，

同様のことが言える。同議定書第皿編第30条第

10項は，主としてEPC・の構造に関する規定で

あるが，それは基本的に既存の枠組一欧州理

事会および外相会議（同規定では，それを主宰

する議長国に力点が置かれている），政治委員

会，欧州連絡官グループ，作業部会一につい

て，ほとんど変革する意志を示していない（同

条同項a～f）。この中で若干注目を惹くのは，

「ld〕政治委員会，あるいは必要な場合，閣僚会

議が，少なくとも3加盟国の要請により，48時

間以内に召集される」との規定であるが，これ

も実際には，キャリントン卿の提案により，や

がてロソドン報告に採択された内容のものであ

る　（ロンドン報告第2部第13項）。同様の規定

は，フランス・ドイツ案には存しないが，イギ

リス案付属文書I（f）は，単一欧州議定書の上

記規定とまったく同一である。

　ただ1つ，注目すべきまったく新たな発展

は，事務局の設置が定められたことであ私欧

州政治事務局の創設という課題は，1960年代初

頭のフーシェ以来であり，70年代にもその構成

は検討されながら日の目を見なかった。この結

果，EPC活動は，政治事務局を置くことなく

運営されてきた。実質上，EPCの事務局とし

てEPC会議を準備し，その進行過程における

調整役を務めることは，理事会議長職の職責と

され，そのポストはローテーション・システム

（6ヵ月交代）によって順回された。

　このようなローテーション・システムの功罪

については，別の機会に検討したが71〕，要約す

れば，メリットとしては，官僚機構を維持しな

くてよいので安上りであること，自国が議長国

である期問，その国は何らかの新機軸を打ち出

そうと熱意を示すこと，国際舞台において小国

の役割を保障することなどが挙げられる。反

面，デメリットも多く，すなわち議華職の職責

が過重となること，EC活動の継続性が維持し

にくいことなどが，それである。そのごロンド

ン報告によって議長職の負担を軽減し，活動の

継続性を確保するため，「トロイカ方式」が導

入された。これは，現職議長国に加えて，先任

　後任の各議長国を含め，3カ国の共同で（こ

れら諾国の外務省職員が各国から一時出向する

形をとる）その職責を果たそうとするものであ

る。派遣される外交官にとっては，欧州問題に

ついての知識と関心を得る機会が提供されう

る。しかしながら，ローテーション・システム

の欠点が，これによってすべて解消するわけで

はない。

　政治事務局の創設により，議長国の負担が軽

減されるとともに，EPC活動の継続性および

能率性が向上するとの判断から，政府代表会議

では，事務局設立が提起された榊。以下，こd

問題に関して，イギリス案およびフランス・ド

イツ案と比較しつつ，単一欧州議定書における

諸規定を検討しておきたい。主として，事務局

の規模，任務，設置場所および職員の構成とそ

の任命法を論卓とする。

　まず規定の形式面に着眼すれば，フラソス・

ドイ．ツ案が条約本文（第10条第1項～第4項，

および第11条）において事務局に関するすべて

の規定を定めているのに対し・イギリス案は，

条約本文では一切規定を置かず，付属文書I

（政治協力の構造）においてまず大綱を定め（同

単一欧州議定書と欧州政治協力
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付属大書I9・h），その任務に関する詳細は

同付属文書皿（a～e）（政治協力事務局の任

務）に委ねている。単一欧州議定書は，条約本

文（第30条第10項9，同条第11項も関係規定で

ある）において大綱を示し，より詳細は，イギ

リス案同様，付属文書としての「決定」皿（欧

州政治協力事務局一責務と機構，4項からな

」る）に委ねている。全体として最も詳細なの

は，単一欧州議定書である。

　条約等において記されている事務局の名称と

しては，イギリス案では「政治協力事務局」，

‘Po1itica1Co－operationSecretariat’，フラン

ス・ドイツ案では，「欧州同盟理事会事務総局」

‘Secr6tariat　General　of　the　European　Un－

ion’，単一欧州議定書では「欧州政治協カ事務

局」’European　P？1itica1Co■operatign　Secre－

tariat’（条約本文では単に事務局）と称せられ

ている。

　規模に関して言えば，上言己の名称から推察さ

れうるように，フランス・ドイツ案が最も壮大

な構想を有す孔要するに，同案はその事務局

を欧州同盟理事会（既存の欧州理事会のこと・）の

常設事務局として位置づけるのである（同案第

10条第1項）。これに対して，最も小規模の事

務局を想定するのは，イギリス案である。文字

通り「小規模の事務局」‘smal1Secretariat’と

規定している（付属文書I9）。J．シュヴァル

ツェによると，「法的観点に立てば，同盟事務

局の権限が拡大するにつれ，既存の共同体の特

定の組織構造およびそれら機関間の力のバラン

スが影響を被る危険性がいっそう増大すること

は明白」73〕である。この点について，単一議定

書は・とくに明確に規定していないが，その構

成およぴ任務（後述）から判断すれば，むしろ

イギリス案に近い，小規模のものを構想してい

ると言えよう。

　事務局の位置づけに関して言えば，いずれも

理事会議長職との関わりにおいて存在する。イ

ギリス案は，付属文書I19〕において，r議長職

は小さな事務局により補助される」とし，さら

に同ωにおいて，事務局が議長職の指導の下に

活動することを明記している。フランス・ドイ

ツ案1ヰ，前述のとおり，第10条第1項におい

て，事務総局は欧州同盟理事会の常設事務局で

あり，議長職は，この事務総局によって補助さ

．れるとしている。但，同案では，事務局が「議

長職の指導下にある」とは定めず，（理事会の

任命する）「事務総長の下に置かれる」（同条第

2項）こととされているが，実質的にはイギリ

ス案と大差ないであろう。単一欧州議定書は，

イギリス案同様「事務局は，議長職の権隈の下

にその職務を遂行する」（第30条第10項9）と

定めている。

　このことから，事務局の任務は自ずと明らか

である。すなわちその任務は，あらゆる点にお

いて議長職を補助することにある。したがっ

て，P。イフェストスによれば，事務局は一切イ

ニシャティブをとることがなく，すべての権限

は議長国にあり，事務局はこれを補助するにす

ぎない，と指摘している74〕。一先に述べたよ

うに，事務局の任務については単一欧州議定書

が最も詳細に規定しているので，同議定書の規

定に則して，順次検討を進めたい。

　まず，比較的広範な規定として，事務局は，

EPC活動の準備・実行の他，運営上の問題に’

ついて議長職を補助する（第30条第10項9）こ

とを定めている。これは，イギリス案付属文書

山a〕およびフランス・ドイツ案第10条第4項と

同趣旨である。

．より具体的な任務として，単一議定書に付属

する「決定」I皿（序文第2段）において，「事

務局は，欧州政治協力の継続性ならびに共同体

の立場との一貫性を確保することにおいて議長

職を補助する」と定めている。これは，フラン

ス，ドイツ案第10条第4項とほぼ同一であり，

イギリス案付属文書皿の第2項1a〕に相当する

が，同案では「継続性」の点が欠落している。

（一貫性については，前述34頁）。事務局の任務

として，従来のEPC活動において欠けていた

継続性の確保が不可欠であることは言うまでも

ないが，この点についてイギリス案は付属文書

I　ld〕において，EPC政治委員会の任務としてお
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り，このことは単一議定書も同様である（第30

条第10項d）。単一欧州議定書は，フランス・

ドイツ案に倣って，さらに事務局にもこの任務

を課したのである。

　単一欧州議定書は，「決定」皿において，よ

り詳紬に事務局の任務を定める。

．〈決定皿の第王項〉

1・〕EPC会議を組織することで議長職を補佐する。

　これには，文書の準備・回覧，議事録作成が合ま

　れる（イギリス案付属文書皿bに相当）。

lbj結論と指針の準備，および政治委員会により欧

　州連絡官グループに付託される他の一切の作業の

　準備において，同グループと共に活動する（他案

　に見あたらず）。

1・〕手続・先例および口頭報告ならびに研究の原案

　作成に関して，作業部会の議長を補助する（同
　上）。

ld〕加盟国を代表して議長職が発表する原案の準備

　において議長職を補助する。これには，欧州議会

　による質問および決議に対する回答が含まれる

　（イギリス案付属文書皿Cに近い）。

1・〕EPC関係の公文書を保管し，年2回刊行され

　るEPCのテキストの編集を準備することで，議

　長国を補助する（前半部分は，イギリス案付属文

　書I［dに相当）。

tf〕一群のEPC活動の憤行を更新しつつ保管する

　（同上文書皿eに相当）。

19｝必要な場合，第三国との接触において議長国を

　補助する（他案に見あたらず）』

　　「決定」皿第2項も，事務局の任務に関係する。

　事務局は外相会議および欧州理事会のいずれの会

　議においても，すぺての共同体公用語への解釈を

　準備するため，必要な打合せを行なう。また事務

　局は，これらの会議に付託され，またはその会議

　において採択されるEPCのすぺての原文が迅速

　にすべての共同体公用語に翻訳されることを確保

　する（他案に見あたらず）。

　次に，事務局の設置場所について，イギリス

案（付属文書I9）およびフランス・ドイツ案

（第10条第1項）はと・もに「共同体の主要な活

動場所」‘main　P1ace　Of　w0「k　Of　the　COmmu’

nity’（イギリス案ではCommunities）と定め

る。「このような概念は，共同体法には存在し

ない」75〕。明らかにEC委員会本部などが存在

するブリュッセルを指すと思われるが，単一欧

州議定書の最終的交渉段階に入ってから，漸く

そのことが明示されるぺきことが決定され，結

局，同議定書第10条第10項㈲において，「ブリ

ュッセルに置かれる事務局は……」と明言己され

たのである76〕。このことは，1つの前進として

評価しうる。しかしながら，これについて異な

る評価が存在する。1つは，かりにブリュッセ

ルに政治協力事務局があるとしても，それが

EC機構と直結していない限り，その意義は半

減する，とのP。イフェストスの指摘である榊。

M。ロビンソン（Mafy　Robinson）も，おそら

く同様の理由から，それは「現行制度からの実

質的な変化ではない」と評している柵〕。いまユ

つは，事務局がブリュッセルに置かれる結果，

議長国外務省との結びつきが弱まるであろうと

いうS．ナットールの懸念である79〕。いずれも

否めない事実ではあるが，EPC発展の現段階

においては，EC活動の中心地に事務局が設置

されるという事実は，欧州統合の推進にとって

やはり」歩前進として評価されねばならないの

ではなかろうか。

　これに関連して，単一欧州議定書に付属する

r決定」IV（欧州政治協力諸会議の開催地）で

は，「EPC諸会議は，通常，事務局所在地にお

いて開催される。閣僚級の会議および政治委員

会の会議は，議長職の首都において開催される

ことができる」と定められている。フランス・

ドイツ案には同趣旨の規定は見あたらないが，

イギリス案には類似規定（同案付属文書I　C岩

よびi）が存在するので，おそらく単一議定書

はイギリス案に倣ったのであろう。これに伴い

政治委員会のほとんど，そして作業部会のすべ

ての会議が共同体諸機関の所在地において開催

されることになるが，これについてもS．ナッ

トールは，事務局のブリュッセル設置と併せ

て，向様の懸念を示している。但，彼によれ

ば，反面，EPC作業部会と理事会の対応諸機

関（comter　bodies）との結びつきが強化する

とのメリットを同時に指摘している80〕。

　事務局の構成については，イギリス案では付

属文書I㈲において，事務長（Head　of　the
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Secretariat）は加盟諸国間の合意により任命

されると規定されている。フランス・ドイツ案

第10条第2項では，欧州同盟事務総長（Secre－

tariat　General）は政治協力に対して責任を負

い，4年間の任期で欧州同盟理事会により任命

されると定め，また同条第3項では、その他の

構成員は，2年の任期で署名国の外務大臣によ

り任命されることが明言己されている。フランス

・ドイツ案は，先に述べたように，事務局を同

盟理事会の事務総局として位置づけ，包括的な

機能をそれに課そうとしたため，このような構

成になったものと思われ乱これに対して，単

一欧州議定書は，基本的にはイギリス案に近い。

すなわち，「決定」皿第3項後段によれば，「事

務長（Head　of　the　Secretariat）は外務省問

の取極に基づき，外務大臣により任命される」。

これは，その任命を加盟諸国問の合意によると

定めるイギリス案（前述）と同一の趣旨である

と考えられる，フランス案との格差が痛感され

る。草案作成過程において，外相たちは，事務

局長の位置づけについて最後の段階まで決める

ことができず，結局「フランス・ドイツ案のよ

うな高選な事務局長（像）は除外された」81iの

である。結局，「残る選択肢としては，ローテ

ーション・システムか，一定期間任命される事

務局長を置くか」ということになった。その結

果，先に引用したように，「事務局長け外務省

問の取極に基づき，外務大臣により任命され

る」82〕ことになったのである。しかし，その任

期も規定されておらず，これだけでは，な拙一・

ずれのシステムがとられるのか，暖昧である。

　「決定」皿前段では，事務局の構成が具体的

に示されている。それによると，事務局は5名

の職員から構成される。これは，5カ国の議長

国（現職議長国の他，2つの先任議長国および

2つの後任議長国）の外務省から，一時出向の

形で派遣される。議長職の運営としては，従来

どおりローテーション・システム（6ヵ月輪番

制，その功罪については，前述37頁）とトロ

イカ方式（現職議長国の負担軽減のため，先任

の議長国と後任議長国がこれを助ける）が維持

される。事務局としては，常勤職員を置かない

ので，フランス・ドイツ案のよ、うに常設事務局

としての機能を果たし得ないし，活動の継続性

からみても不十分ではあろうが，同時に5カ国

の職員が議長職を助けるということは，特定の

1国にとっては議長職である期問とその前後2

期の期間（すなわち2年半）にわたって仕事を

続けることとなり，相当の継続性が期待されう

る。要するに，単一欧州議定書は，現行のメリ

ットー官僚機構の維持経費が少額ですむ，各

国外務省職員は，欧州問題に関心をふかめる等

等一を生かしながら，しかもそのデメリット

ー継続性の欠如等一を減少させるための妙

案と言えるであろう。もちろん，これをいかに

評価するかは，欧州統合の目標の設定値の高さ

次第である。

皿　課題と展望一むすびに代えて

　本稿では，単一欧州議定書の批准・発効に伴

って，欧州政治協力（EPC）機構とその活動は

いかに変化するであろうかという主題につい

て，EPCの基本的任務と目標，ならびにその

制度的枠組に関する問題を主軸としながら，種

種の観点から検討してきた。はたして単一欧州

議定書は，EPC発展のために寄与するのであ

ろうか。

　単一欧州議定書（第皿編）に対する評価は，

概して冷静である。M．ロビンソンの「まった

く慎ましやかな（modest）条約草案の提案であ

る」との論評が，それを代表している。実際，

‘modest’という形容詞は，単一欧州議定書（と

くに第皿編）を論じる多くの著作に見出される

用語である。この評価は，単一欧州議定書（第

皿編）の内容が必ずしも斬新なものと言えない

ことに起因する。それは，基本的には，すでに

EPC18年の歴史の中で累積されてきた実績を，

文字に表わしたにすぎない（とも考えられる）か

らである。これまで検討したように，その基本

的な任務は，EC加盟諸国政府の合意に基づき，

各国闇の外交政策調整を行なうことにあり，欧
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州外交政策の形成は，その努力目標に止まって

いる。EPC活動は，同議定書によって著しく

飛躍するのでなく，相変らず‘aCt’より‘feaCt’

することの方が多いであろう。ECとEPC両

機構間に存在する法構造上の2分法も，持続さ

れる。「単一」議定書によってEPCがECの
中に編入されるのではなく，いままでどおり，

ECはローマ条約（および修正条約としての単

一欧州議定書一第皿編を除く）によって規律さ

れ，EPCは，同議定書第皿編という，実質上

独立した条約規定によらて拘束されることにな

る。それぞれ法体系を異にするのである。活動

領域は安全保障の分野にまで拡大したと言われ

るが，それもユ981年10月のロンドン報告以来，

すでに認められた慣行であった。単一欧州議定

書第皿編の規定の多くは，たんにそれを法とい

う形で追認したにすぎない。

　では，その意義は，どこにあるのか。それは

まさに，既存の慣行を法（条約）という形にお

いて明確化したところに存する。今日まで法的

基盤を一切もたず，比較的自由な枠組の中で行

われてきたEC加盟諸国問の政治協力が，法と

いう拘東力をもつもρ（但，罰則規定はない）

によってコントロールされることになるので

ある。そのことについて，M．ロビンソンは，

「EPCを条約の中に組み入れることの意義は大

きいと思う。なぜなら，それはより一層の法的

分析と，おそらくは責任とを可能とする。それ

はEPCの開放性を増し，EPCに対する関心

を増大させる。それは望ましいことだと思う。

特殊な傘の下で起っていることについて，一定

の責任と透明性が生ずることは，きわめて大事

なことだと思う。」83〕と述べている。また，J・

スチーンペルゲン（JacquesSteenbergen）も，

そのことから生ずる心理的効果に言及し，比重

の中心を国家政策から外交政策に対する共通の

アプローチヘとより一層転換させることは，

「新しい装置を導入する以上に有意義」である

と述ぺている84〕。

　単一欧州議定書の検討を通して，本稿ではし

ばしば，法構造上，ECとEPCを区分する2

分法が存続していることを指摘した。そのこと

は，否めない事実である。しかしながら，実際

の運用面においてEC機構とEPC機構とを隔

てる垣根は低くなりつつあり，EC諸機関（と

くにEC委員会）のEPC諸会議における参加

の機会とその役割は，はるかに増大した。いま

や，実際上の運営が法の壁を突き破ろうとして

いる。このような事実によって，2分法はもは

や無意味と化しつつある。それどころか，運営

上，矛盾さえ生じるにいた？ている。たとえば

EC諸国がアフガン紛争や南アフリカ共和国の

アペルトヘイト政策などのように，政治的動

機に基づいて何らかの制裁措置を決定する場

合一。その決定がどちらの枠組の下で行われ

るかは，大問題である。制裁の内容が経済的な

ものであるという理由で，かりにEEC条約第

113条第4項に基づき，EC共通通商政策として

実施されるとすれば，その決定はEC理事会に

より特定多数決でなされるであろう。万一，高

度に政治的だという判断に基づき，EPC会議

（欧州理事会もしくはEPC外相会議）の下で

行われるとすれば，その決定は全会一致を要求

されるであろう。J．シュヴァルツェは，このよ

うな問題を提起している85〕。このような矛盾を

防ぐためにも，実際上，ECとEPCとの2分

法は克服されねばならない。

　政治協力の経験を通して，幸い各国問の外交

政策上の協力の機会は著しく増大している。P・

プレイグの指摘を待つまでもなく，外務省間な

’らびに各国首都における外交代表団の日常的・

恒常的な協議を通して，EC加盟諸国の間には，’

「ともに働く習憤」が定着しつつある6帥。そう，

協力は，それら諸国にとって，すでに習憤と化

している。協力はもはや反射作用（co－ordina－

tion　re｛1eX）なのである。

　単一欧州議定書第皿編は，第30条第12項の規

定により，発効の日から5年経た時卓で，改正．

の必要性が検討されることになっている。この

目，1992年7月一目　　奇しくも，域内統合市

場完成の年一までに，EPCはどのような変
化と発展を遂げているであろうか。これからの
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4年間，それはS．ナットールが言うように舳，

ロンドン報告以来の4年間と同じぺ一スで発展

しうるとは限らない。過大な期待をもつことも

禁物であろう。げれども，EPCの歴史の中で

いくつかの不可能が可能とされてきたこともま

た，事実であ孔現に，法的根拠をもたぬはず

のものが，今日法的基盤を獲得し，しかも別個

の独立条約のつもりが，EC改正を含む単一条

約を作り上げた。きわめて困難と考えられてき

た政治協力事務局の創設も一応実現した。今

目，‘Common’の文字が脱落した「欧州外交政

策」ではあるが，これまでと同様現実主義的か

つ柔軟な方式により，このような努力の蓄積の

結果として，いつの日か「共通外交政策」とい

えるようなものが，実質上，実現する可能性は

否定できない。。
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